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日本の震源カタログの改善

-1923年一1925年部分の新規作成と 1926年以降の改善一
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ABSTRACT 

We summarized several e妊'ortsfor revision of the earthquake catalog of Japan.百leearthquake catalog of the 、Central

Meteorological Observatory (CMO) and Japan Meteorological Agency (JMA) since 1926 contained various inhomogeneity. 

The qua1ity and content of the catalog were a宜ectedby changes related to applied hypocenter location methods， magnitude 

determination formulae， adopted velocity models of the crust and upper mantle， mechanical to electrical instrument 

transition， distribution of stations， operational procedures of the network and socio-econornic conditions like World War II 

and so on. To revise the catalog and to make it more uniform in quality， we made a comprehensive digital data set for 

hypocenter parameters and seismic phase readings， extended the time span of the catalog for the period台omAugust 1923 to 

December 1925 and have been relocating earthquakes after 1926. To make a comprehensive earthquake catalog of Japan， 

seismic phase data of early periods that were archived by JMA and other local weather stations in a handwritten form and 

seismological bulletins of universities were combined into a computer-readable digital format for hypocenter determination 

and other studies. Some of the macro-seismic observations were also unIfied in the data.. For the hypocenter location of 

each event， because of inhomegeneity in quality and quantity of data over long periods of years， we chose the most 

appropriate location method among conventional least squares methods using P and S arrivals， S-P times， depth flxed 

solution for some of the 0妊'shoreearthquakes in consideration of tirning accuracy of the data， number of available data and 

depth resolution of the epicentral area. Also， epicenter-given solutions were even assigned to larger explosion earthquakes of 

vo1canoes. Thee狂'ortfor improvement is still in progress， however， we have already revised about 60% of the hypocenters 

for the period台om1926 through 1960 and the remaining will be revised withina few years. The annual number of relocated 

and newly determined hypocenters amounts to about 600 earthquakes.百lerevised catalcg shows that prorninent seismicity 

patterns that are available from high precision modern seismic networks such as 1inear alignment of aftershocks along strike 

slip faults， shape of double-planed subducting plate and rnigration of shallow earthquake swarms are inferable企omearly 

per 

1.はじめに

我が国では近代的な地震観測が開始されて以来 130

年を経過し，大量の観測データが蓄積されてきた.1923

年関東地震発生当時，我が国の地震観測点はすでに 80

カ所を越えており，世界にある地震観測点の半数近く
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が，日本列島の周辺に集中していたことになる.古く

からの高密度の地震観測網に基づいて作成された我が

国の地震カタログは，期間の長さ，データの質・量に

関し，世界のどの地域の地震カタログにも見られない

内容の濃さを持っている.さらに地震観測が始まる以
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前の期間についても宇佐美(2003)など，古文書など歴

史地震資料を基にした被害地震カタログが作成されて

いる.

現在日本の地震カタログとして， 1884年以前につい

ては歴史地震資料に基づく宇佐美(2003)による被害地

震のカタログが，地震観測が始まった 1885年から 1925

年までの期間については，有感地震資料と地震計によ

る観測結果に基づいて作成された被害地震など主要地

震に関する宇津カタログ(宇津(1979)，宇津(1982b)

など)が利用されてきた.器械観測の検測結果に基づ

くカタログは， 1926年以降 1960年までは，地震月報

別冊 No6(以後気象庁(1982)と呼ぶ)によるカタログ

が，そして 1961年以降は気象庁地震月報による地震カ

タログが，内外の様々な調査，研究に利用されている.

地震カタログは様々な研究に用いられる他，被害地震

発生の危険度評価など防災計画作成のためにも不可欠

な基礎資料となっている.

それらの中で中央気象台・気象庁の地震カタログは，

中央気象台(1952)，気象庁(1958)，気象庁(1966)など

何度も改訂されており，対象となった地震，震源決定

方法，震源決定に用いる検測値の選び方，震源の深さ

の刻み，震源決定に用いる速度構造と走時表，マグニ

チュード (M)の決定方法，震央地域名の付け方など

が時代によって変わっている.また観測網の変選によ

り観測データの質，量も時代によって変化する.中央

気象台・気象庁の地震カタログの内容が均一ではない

ことは，すでに石川 (1987)にも解説されている.古

い速度構造と震源決定法により決定された震源が，そ

のままカタログに残されている.また 1952年以前につ

いては， S-p時間以外の Pや Sの発現時のデータは，

時刻精度の知何に関わらず震源決定には一切使われて

いない.今日の精度よく決まっている震源の分布と比

較すると，明らかに不自然な震源もある.

1960年代前半までは我が国の全国的な地震観測網

は，中央気象台・気象庁の観測網しかなく，これらの

地震カタログは，実質的に日本の地震カタログとして

利用されてきた.本調査は，日本の地震カタログの精

度改善と，カタログの期間を過去に延長することを目

標に始められた.地震カタログの作成に用いられた検

測値などの資料は，計算機で利用出来る形では保存さ

れておらず，ーから作り直しが必要となったこと，震

源決定作業には時間がかかることから，これまでに改

訂作業を終えた期間について改訂作業の状況をとりま

とめ，地震カタログの改善による効果についても考察

した.

2.観測資料

今回の調査では，気象庁(1982)で用いられた資料に

加え，日本の地震カタログとして，現在残されている

地震観測資料を最大限に活用することにした.気象庁

本庁に保管されている地震調査原簿以外に新たに用い

た資料には，各気象台，測候所の地震観測原簿，各気

象台測候所の定期，不定期刊行物，他機関の資料や臨

時観測結果などがある. 1920年代から 1930年代の地

震に関する資料が掲載されている気象台・測候所の定

期，不定期刊行物のリストを Table1に示す.また各種

の資料の概要についてはAppendixlに解説した.(以後

原則として，地震調査原簿を調査原簿，地震観測原簿

を観測原簿と略す)

n
 

a
 r一
m
m川
叫
畑
山
町
州
側
川
町
川
川
町
川
町
川
端

m
m
m
m川
w
m
W
M剛
山

町

雌

翻

抑

仰

向

m
w問
問

抑

制

州

問

問

問

問

削

一

宮

一

釦

木

一

文

場

伊

屡

山

山

津

島

浜

岳

a
d

一

津
土
問
聞
東
銭
松
古
車
山
潟
間
山
木
摂
都
薄
阪
原
歌
戸
岡
本
山
田
島
愛
島
山
和
患
知
一
戸
水
間
賀
鯖
仙
本
崎
兇
覇
一

沼
富
御
伊
須
浜
名
妓
高
新
高
富
伏
津
彦
京
宮
大
塩
和
神
重
派
層
F

境
浜
広
多
徳
松
字
続
高
室
清
福
佐
長
雲
能
…
宮
鹿
那
一

Name of orinted materialsPeriod  of Publication 
:iI蕃筆家i:fti苓一一一一一ー一一一一一一 11937.1938 

岩手県気象年報 1 1928-1937(Selected) 
秋E県気象年報 1，934-'ヲ37
宮城県気象要報 1，924-'930 
宮城県気象要報 1，927-1930 
神奈川県気象年報(地震の部 11924-1938
熊谷測候所地震観測録，埼玉県気象月報 11923-1938 
群罵県気象年報 11929-1937 
銚子地震観測表 11926-1928 
山梨県気象年報 i1933-1936 
長野県気象年戦地震観測表 !1923-1933 
長野県気象年報 :1923-1934 
5長野県気象年報 11923-1934 

j長野間年報 i[1位蜘……←糾刊山1ω問9幻3
静R寓理県気象略報.'沼E津測候所地震観5潟割報告(英文 119位23シ-1叩93お6 
沼津測候所地震観測報告{英文い19幻33-1凶93鈴6 
i伝m津測候所地震観測報告(美文い19幻岨3シ-寸1ω93お6 
i沼津測候所地雷観測報告(英文 11931Juηー1936i三井地疎開観測所地震観溺報告 im31制
静岡県浜総気象年報 11923. 1923-1938* 
地震観測報告(英文).愛知県気象月報 11923-1938 
岐阜県気象月報，岐阜県気象年報 1，922-1938* 
岐阜県気象月報，厳阜県気象年報 11933-1936* 
地震測定報告.新潟地震観測表新潟県気象地震報告 11923，1926.1936.1930
高田地震観測表.~図測候所気象年表 11923.1926.1929.1930 
富山地震観測所年報.富山県気象略報 11535-1939 
富山保気象年報f富山県気象略報 11929-1932， 1936-1939 
津測候所気象年報 11宮30-1936
滋賀県気象長報 11923-1ヨ38
京都府気鉄月報 11923-1939 
京都府気象月報 11927-1939 
大飯府立測候所年報地震の部 11922-1936 
奈良県気象年報 11926-1938 
和歌山県気象月報 11923-1939 (SelectedJ 
帝国海洋気象台地震報告(英文!1923-1937(E四 ept1927) ー
帝国海洋気象台地震報告(英文 i1923-1937
帝国海洋気象台地震報告(英文 11928-1937
岡山県気象報告 i 1931-1935 
境測候所気象月報 リ931-1936ホ
島根県気象月報，島扱県気象年報 1，923-1936 
広島県気象月報 11932-1939 
香川県気象年報、多度津測候所気象略報 11923-1938 
篠島県気象年報 11930-1938 
i愛媛県気象月報 11922-1939 

;愛媛県気象月報 i::2寸蜘
目新居浜気象年報 ド929-1933
i志知県瀦銭所地震年報，高知県気象年報 い92i.1933.1934
i高知県測候所地震年報 ド933

;知県測候- E 地震報告(英文l.繕陣地震報告，福鶴気象報告 ド922-1939
佐賀県気象年報 い927-1938
長崎地震年報 い922-1936
長崎地震年報 い929-1936
熊本県気象年報 い931-1938(Sell!cted)
宮崎県測候所地震年報。宮崎県気象月報 い925-1934
褒児島県気象月報 い923-1935

芝皇室急亙墾一一一一一一一一一一一一一_J!2担当立~.~一一」
.P.仕!ymissing Qr lacking 

Table 1 A listof printed materials that include seismic 
phase data and which are archived in the library of the 
Japan Meteorological Agency. The list includes materials 
published by local weather stations and meteorological 
observatories during the period from 1922 through 1939. 
(Selected) in the period of publication means that. the 
materials contain phase readings of felt earthquakes only. 
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3. 1920年代， 1930年代など初期の地震検測作業につ

いて

無線報時を用いて時刻を校正し，誤差は多いながら

標準時刻に基づく検測作業が始まった 1920年， 1930 

年代の地震記象の検測作業は，今日の高度に機械化，

電子化された検測作業と作業内容が大きく異なるだけ

でなく，当時の地震学の水準，中央気象台から還元さ

れる地震に関する情報などの環境にも大きな違いがあ 20 

った.当時は一応地震観測法(1915)に基づいて観測が

行われていたと考えられるが，ほとんどの測候所は県

営であり独立性が高く，検測に関する基準も均一では

なかったようである.ζれら作業環境の違いが，検測

結果にもそのまま反映されることは容易に推察され，

当時のデータを今日のデータとまったく同様に扱うこ

とは適切とは考えられない.震源の再決定など地震カ

タログの改善を行う上で，資料の活用の最適化を図る

ためには，観測資料が作成された背景を理解すること

が重要である.観測原簿，気象報告に記載された地震

観測表などには，データが作成された当時の環境を示

唆する情報が色々含まれている.当時の観測者の意識，

検測項目，読みとり精度，振幅の読みとりに関する問

題については， -Appendix2にまとめた.
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Table 2 An example of symbols and their notation for 

interpretation of seismograms adopted by the meteorologica1 
stations in the 1920s and 1930s. 

また当時の検測項目の事例を Table2に，全国の検測

値の総数の年ごとの変化と，検測値の中に振幅の読み

とりが含まれる割合の変遷を Fig.1に示した.

4.資料の整理と震源の再計算

震源の再決定には，検測値の電子媒体化が必要であ

る.また資料を震源決定に用いるだけでなく，データ

ベースとして各種の調査に今後利用できるようにする

ためには，検測値の点検と整理が必要である.さらに

地震調査原簿には，委託気象観測所(区内観測点)の

有感資料など，これまでほとんど活用されていなかっ

た情報を，電子媒体化にあたってどのように取り込む

かという問題もある.これらの問題については，これ

までの経緯と，とりまとめの方針を Appendix3にまと

めた.
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Fig.1 A histogram of annua1 number of phase data (Open 
symbols) and those of phase data with amplitude readings 
(Solid symbols) during the period from 1923 to 1964. A 
share of data with amplitude among the total number of 
phase data (泊%)is a1so indicated by a solid quadrangle.百le
data for the year 1956 is under processing and is not shown. 
Variation of the share of amplitude readings through the 
period may be due to the changes in the guidelines for 
observational practice and condition of the network. 

4.1震源の再決定

上述の過程を経て整理した検測値を基に，震源の再

決定を行った.気象庁(1982)による震源は， 1950年以

前については S-p時間を用いて震源が決定されている.

規模の大きい地震の中には，震源がうまく決まらずに，

気象庁(1958)など古い地震カタログの値を，そのま

ま引き継いでいる地震もある.また利用された観測点

の数も限られており，特に 1960年代までに廃止された

地震観測点については，震源、に近い観測点についても，

その検測値は震源決定には利用されていない.浜田

(1987)は， 1930年代から 1950年代にかけて発生した被

害地震の震源を調べ， S-p時間を用いるより， p， Sの

発現時を用いる方が，精度のよい震源が求まることを

明らかにした.いっぽう浜田他(2001)は， 1923年関東

地震とその余震活動を調査し， 1923年当時では， S-p 

時間を用いた震源の方が妥当な場合が多いことを報告

している.1923年の関東地震後， 1920年代後半は急速

に地震観測網の整備が行われ，観測点の数，地震計の

-3-
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性能など観測網の充実が図られた時期にあたる(浜松，

1981など).観測網の整備状況など時期による違い，

観測点の配置や時刻精度の良否など地域に依存する要

素，震源計算に使える検測値の数など地震の規模に依

存する要素のそれぞれにより，最適な震源の計算方法

が何かは変わってくる.

例えば，北海道東方沖や，南西諸島などの海域の地

震では，観測点の数が他の地域に比べ少ない上，時刻

管理の良くない観測点が多い.顕著な地震でも s-
P時間を用いる方法，あるいは深さを予め仮定して固

定する方法を用いても，震源が決まりにくい地震があ

る.三陸沖や福島県沖など海域の浅い地震についても，

深さに関する精度が低く 震源、の深さを浅く固定する

方が妥当な震源が求まる場合が多い.いっぽう深発地

震に関しては，初期の時代でも東海道沖から父島近海

や日本海など，観測網から離れていてもP，Sを用い

る方が精度よく震源が決まる場合が多い.浜田(1990)

は，気象庁(1982)の震源の内，一部の主要地震の震源、

を訂正しているが，震央位置が数十 kmも違っている

地震の中には， s-p時間を用いるなどの震源計算方法

よりも，むしろ用いる観測値の選択に問題があったの

ではないかと考えられる場合も認められる.

このように震源決定方法の選択，震源計算に用いる

観測点の範囲の選択等は，多分に作業に関する経験や

知識に依存することから，結果に個人差も生じやすい.

このような状況を考慮した結果， p， sを用いる方法
s-pを用いる方法，深さを固定するなど，震源を決め

る方法，観測点の組み合わせを会話方式で選択し，繰

り返し震源決定を行い結果を評価できるプログラムを

開発し，震源の決定作業に用いることにした.会話方

式を用いることにより，観測値の精度の評価や選別が

行いやすくなり，結果として作業の個人差を小さくす

ることが可能になったと考えられる.

震源計算方法及び計算に用いる速度構造については，

浜田(1983)及び浜田(1984)を用いた.最近気象庁では上

野他 (2002)により改良された速度構造と震源計算法

に切り替えたが，速度構造の違いは地表付近に限られ

わずかである.また上野他 (2002)は，観測点の距離

に関する重みを今日の高密度の観測網に最適化してい

るため，観測点密度が低かった時代のデータに適用し

ようとすれば，改めて重みの調整が必要になる.また

1960年代以前の古い資料については，震源決定誤差へ

の影響は，計算方法よりも時刻精度など観測の精度に

由来する他の要因によるところが大きいことから，計

算が簡便な旧来の方法を採用した.

次に再計算の結果を，新たな地震カタログにどのよ

うにまとめるかという問題がある.現在の地震観測デ

ータの一元化処理により作成される震源には，登録震

源 (K登録)と精度 信頼度が低く正式な震源とは認

めない参考震源 (s登録)の区別が行われている.昔

の地震についても，同様な考え方を当てはめることが

出来ると考えられることから，結果を登録震源と参考

震源に分類した.しかし気象庁(1982)に登録されてい

る当時の地震の数は年間 1000個以下であり，今日に比

べ二桁少ない.精度が非常に低い場合でも，地震が発

生したという事実を，明確に残すことが意義を持つ場

合がある.そのため参考震源については，現在よりは

緩い基準を当てはめることにした.その結果参考震源

には，震源、は妥当と考えられるが検測値が少ない場合

の地震と，検測値は十分にあるが，震源に大きな誤差

が見込まれる地震の両方が含まれることになる.登録

震源については，p，sを用いる場合， 4点7要素以上，
s-pを用いる場合には， 4点以上を目安に選び，それ

以外については，参考震源とした.現実には上記基準

は満たしても， O-Cが大きくはずれる観測点が多く，

経験的に判断して信頼度が低い地震や，反対に基準以

下でも観測点配置や定常的な地震活動を考慮すると，

信頼できる場合があり，地域により登録震源の選定に

は幅を持たせることにした.このように気象庁震源と

して採用するかどうかについては，明確な基準を定め

ることは難しい.特殊な事例に火山噴火による爆発地

震がある. 2 0世紀前半活発な噴火を繰り返していた

長野・群馬県境の浅間山の爆発地震は，しばしば前橋，

長野，熊谷などの周辺の地震観測点で観測されている.

規模の大きい爆発地震の場合マグニチュードは4にも

達し，検測値から震源を決めることが可能であるが，

一般に火口直下には決まらない.震源決定誤差を考慮

すると，このような特殊な地震は，むしろ震源を火口

直下に仮定し，震源時刻だけを計算する方が妥当と考

えられるので，震源を仮定する方法も用意した..Fig.2 

に， 1926年以降の気象庁(1982)と，今回の調査でこれ

まで登録した震源数の比較を示す.今回の調査では，

気象庁(1982)に比べ， K登録の震源がおおむね2割程

度増えていることが分かる.
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Fig.2 Annual台equencyof earthquakes reported by JMA 
(1982) (open circles) and those relocated by the present 
study. The frequency of relocated and newly located 
hypocenters are indicated by solid circles and those newly 
located but not confidential are indicated by open squares. 

調査原簿と各観測点の観測原簿を，完全に照合する

ことが望ましいが，膨大な作業量を必要とするので，

ごく限られた観測点期間についてしか行っていない.

調査した結果も，集めた資料が完全ではないことから，

今後さらに見直す余地も残されている.また地震学の

進歩により，今後研究者が改めて資料を検討する機会

も予想される.さらに気象官署に保管されている地震

記象紙のマイクロフィルム化が進捗し，記象紙から直

接検測値を再検討する機会，環境も整備されつつある.

このような理由から 5%程度の地震については，今後

さらに震源を見直す事態も考えられる.

新たな情報が得られた時点で，震源をさらに吟味し，

修正していくためには，震源、と検測値のデータベース

化および調査作業に関する履歴の整備が重要である.

これまでの地震カタログは，震源決定作業に利用され

た原資料の整理，保存，公開が十分に行われて来なか

ったため，改良や訂正が簡単に行えなかった.今回の

調査では震源決定よりも，原資料の整理と確認に多く

の時間を費やすこととなった.震源と検測値をセット

にした月単位の地震月報形式 (96バイトテキスト)の

ファイルと，震源計算結果をまとめたファイルの 2種

類のデータファイルと，編集作業に関するメモを記し

たメモファイルの3種類のファイルを作成し，将来の

活用に備えることにした.このうち震源ファイルとデ

ータファイルのフォーマットは，地震年報CD-ROMに

原則的に合わせた.例外として震源計算に使われた観

測点数の欄 (94，95番目のコラム)には，代わりに震

-5-

源計算に用いられた P，S相の総数を記載した.また

震源時や緯度経度の標準偏差の欄については 3点の

S-P時間で求めた震央 参考震源等著しく偏差が大き

い場合には空欄とした.

データファイルの検測値のフォーマットについても，

原則として地震年報CD-ROMと合わせたが，検測フラ

グの 92番目のコラムは，震源計算から検測値を除外す

るためのフラグとして用いている.相名については，

調査原簿ではPやSの相名が省略されているため，便

宜上第 1相はEP，第二相はESに統ーした.観測原簿

や印刷物等で，元の相名が分かる場合には，訂正した

が，ごく一部にとどまっている.検測値の時分の誤り

を訂正した場合や，第一相がS波であることが分かり

相名を訂正した場合には 訂正場所が分かるように P

は (P)，Sは (S)に変更した.

4.2マグニチュード (M)の決定

変位最大振幅から浅い地震のMを決める坪井(1954)

の式は，気象庁(1958)のカタログ以来気象庁マグ二チ

ュードの決定に採用され，今日に至っている.この M

算出式(以後坪井式と呼ぶ)は，固有周期が5秒前後

のウィーヘルト地震計水平動成分の記録をもとに定め

られたが，その後59型直視式電磁地震計などの変位記

録にも，そのまま適用されてきた.気象庁(1982)でも

1926年から 1960年までの 60km以浅の地震について

は，坪井式がそのまま M算出に使われている.また震

源の深さが60kmより深い地震については，勝又(1964)

の方法が過去の地震についても遡って適用された.気

象台，測候所の機械式地震計の多くは変位記録であり，

地震計の固有周期も数秒から十数秒の範囲にあったこ

とから，ウィーヘルト地震計以外の地震計に坪井式を

適用しでも，概ね問題はないはずである.また機械式

地震計の上下動成分は，一般に水平動成分に比べ動作

が不安定な場合が多く 良好な記録を得ることが難し

かった.簡単微動計のように水平動成分だけの地震計

も多かったことから，地震の規模を長期間に亘って同

じ方法で算出するには，水平動最大振幅を用いる坪井

式は適している.しかし過去の観測資料に坪井式を当

てはめるためには，色々な問題が残されている.

その一つは，宇津(1982c)がすでに指摘しているよ

うに， 1952年から観測業務規定により振幅の取り方が，

O線からの振れの大きい方を採る片側振幅から，全振
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幅を半分にする方法(半振幅)に変わり，倍率も振動

倍率から基本倍率を用いることになったことである.

長周期の振幅には，振動倍率は基本倍率より小さいの

で，振動倍率を用いる場合は，振幅が大きく評価され

ていたはずである.また片振幅による最大振幅は，必

ず全振幅の半分より大きくなる.以上のことから 1952

年以前は， Mは大めに決められていたはずである.こ

れらの問題は，厳密には統計的に検証する必要がある

が，機械式地震計の記録は，電磁式地震計に比べ摩擦

の影響が大きかったことなどから，振幅に関しては相

殺する要素もある.また機械式地震計は倍率が低かっ

たことから，小さい地震についての振幅の読みとりは

精度が低下するだけでなく，読みとった数値の四捨五

入，切り捨てなどの影響も考えられる.振幅の読みと

りの最小単位は 1μmであるが，全振幅が1μmの場合，

半振幅でも四捨五入で 1μmとなり， Mに換算して 0.3

大きい.なお宇津(1979)は， 1885年以降の地震の Mを

決める際5μm以上の値だけを用いている.

振幅が片振幅か全振幅かは，観測原簿からは区別が

可能であるが，印刷物には区別が付かない場合がある.

また少数であるが，調査原簿へ記入する時の誤りも認

められる.

もう→つの問題は，機械式地震計の振り子に制振装

置(ダンパー)のついていない地震計が多く使われて

いたことである.大森式簡単微動計のようにダンパー

のない地震計，今村式2倍強震計や中央気象台式簡単

微動計，大森式地動計のように，時期により，観測点

によりダンパーの有無が異なる地震計も使われていた.

これらの地震計による最大振幅値も，振動倍率で評価

する限り，ダンパーのついている地震計の場合と同等

に扱えるはずである.現実には調査原簿の検測値には，

検測に用いた地震計の種類やダンパーの有無に関する

情報は含まれていないので，区別して取り扱うことは

不可能に近い.そのため今回の調査では，地震計の種

類や観測点によらず，すべての周期 5秒以下の最大振

幅値を， M の計算に用いることにした.宇津(1979)も

rWiechert式地震計とは明らかに特性，性能が異なる

地震計による振幅を用いても，平均的に見ると妥当な

M の値が得られるのは不思議であるj と述べている.

さらに 1928年頃までは，水平動 1成分だけの最大振

幅の報告が多く，水平動2成分の最大振幅を用いる坪

井式は，そのままでは適用できないという事情も存在

する.これについては 1成分最大振幅と 2成分最大振

幅の比較から，浜田他(2001)に倣い，一成分最大振幅

を1.25倍して Mを求める方法を踏襲した.

マグニチュードスケールが，長期間にわたって普遍

性があるかどうかについては，上記のような様々な要

素を吟味する必要があり，今後も震度分布との比較を

含め，様々な角度からの評価が必要であろう.

5. 1923年8月一1925年 12月の期間の地震カタログの

新規作成

気象庁(1982)では， 1926年 1月1日以降， 1960年 12

月31日までの地震カタログが作成されたが，最も古い

調査原簿は 1923年8月から存在する.この期間の観測

データの質や量は，序々に改善されており，気象庁

(1982)に， 1926年以前の地震が扱われていない理由は

分からない.1926年が昭和元年に当たり，期間として

区切りが良いことなどが理由であろう.しかし観測値

がまとまった形で整理されている調査原簿の存在する

期間については，資料の質に応じた地震カタログの作

成が可能であり，宇津(1999)のカタログに収録されて

いる地震の数が主要地震に限られていることからも，

期間を延長できることの意義は大きい.

この期間の内 1923年9月から 1924年3月について

は，浜田他(2001)により関東地震に関する調査として，

すでに全国の地震の震源が調査されており，若干の修

正を加えそれを用いることとし， 1923年8月と 1924

年4月以降の期間について震源決定を行った.この期

間の震源決定は，主として s-p時間を用いた最小自乗

法により，状況によっては P相， s相を独立に用いる
最小自乗法を適用し，結果がより妥当と考えられる震

源を選択した.なお宇津カタログに記載されている震

源の中には，計算ではどうしても震源が決まらない地

震がある.特に観測網から遠い琉球，千島の地震，深

発地震にそのような地震が多いが，その場合には，宇

津カタログの震源をそのまま採用する事にした.地震

のMは，震源が新たに決定された地震についてはその

値を採用したが，被害地震など一部の地震(1923年関

東地震，勝浦沖最大余震など)については，変えずに

残すことにした.また関東地震直後の大きな余震につ

いては，検測値が少なくまた精度が低いため震源が決

まらない地震がある.その場合には，武村(1994)が岐

阜の強震計記録から推定した震源と規模を，そのまま
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新たなカタログに取り入れることにした.地震カタロ 低く，時刻の精度が向上するのは， 1930年代後半にな

グが年の途中から始まることは，利用上何かと不便で ってからである.Fig.4を今日の地震活動と比較すると，

あることから， 1923年1月から 7月までは，宇津のカ 観測点密度の高い関東や，関西を中心とした地域の地

タログをそのまま用いファイルに加えた. 震が多い傾向が窺われ，震源検知能力に，地域的な偏

りがあったことが明瞭である.

? 
250汁ト

ー・-Newly Locar.ed F:arthqllakf.5 
-G戸 PoorSoluUon 

Fig.3 Monthly number of newly located earthquakes 
during the period企omAugust， 1923. to December 1925. 
Numbers of newly located earthquakes are indicated by 
solid circ1es and those of poor solutions by open squares， 
respectively. 

このようにして決定した， 1923年8月から 1925年

12月までの月別地震回数を， Fig.3に示す.また 1924

年1月から 1925年にかけての全国の地震活動を，Fig.4 

に示す. 1923年8月の決定地震数が極端に少ないが，

これは調査原簿へ検測値が記載されていない観測点が

多いためと考えられる.台湾の地震については，気象

庁(1982)では，すべて除外されているが，今回の調査

ではすべての資料を活用するという観点から除外せず，

他の地域の地震と区別せず取り扱った.しかし台湾の

観測点は，同時期の圏内の観測点に比べ時刻の精度が

Fig.4 Seismicity map in and around Japan during由eperiod 
from January， 1924 to December， 1925. Concentration of 
hypocenters in the Kanto district and the Kinki district may 
be partly due to the densely distributed seismographic 
stations in these regions. 

5.1 1925年北但馬地震 (1.46.8)と余震分布

Fig.5は，この期間の顕著な活動の一つである 1925

年5月23日に発生した北但馬地震と，その余震の分布

を示す.この場合ほとんどの震源は， s-pを用いて

震源を決定している.この地域では，震源の近くの観

測点として宮津，豊岡がある他，震源域の南東象限に

京都，神戸，大阪，彦根，洲本などの観測点が集中し

て分布しており，震央の決定誤差は，観測点の方位と

直行する，北東~南西方向に大きくなることが予想さ

れる.しかし余震は，全体に北西~南東方向に広がっ

た分布を示す.このことは，北西~南東方向の余震の

広がりが，震央の誤差により生じたものではなく，余

震域が北西~南東に広がって分布し，同じ方向に走向

を持つ地震断層に沿って分布する可能性を示すものと

考えられる.この方向は，地震によって活動したとさ

れる団結断層の走向とも一致しており，また2年後に

発生した北丹後地震により動いた郷村断層の走向にも

平行である.これらのことから，北但馬地震は，横ず

れの地震に伴って発生した余震活動が，断層の走向に

沿って分布することが分かつた最も古い例ということ

が出来る.

i ， ， ?O，k:n， ， ，1
i
924 01 01一一 1925 12 31 N=29 

35.45' 

M.“.
M

・M・7
m・
州

135・15'

Fig.5 Distribution of the main shock and aftershocks of 
the 1925 Kita・Tajima earthquake (M6.8) in Hyogo 
prefecture. Although epicenters of aftershocks are not well 
constrained， alignment of epicenters along the NW to SE 
direction suggests strike slip fau1ting of the main shock 
along it. 

-7一



験震時報第 68巻第 1"'2号

5.2 1925年美保湾の地震 (M5.8)と 2000年鳥取県

西部地震 (M7.3)の本震余震分布

35"40' 

;去3・20'

Fig.6 Re-examination of hypocenters of the 1925 
Miho・Bayearthquake (M 5.7) and its aftershocks and a 
foreshock. The upper figure shows the main shock and 
aftershocks of the 2000 Tottoriken-Seibu earthquake (M 
7.3 open circ1es) together with those of the 1925 
Miho・Bay earthquake (solid circ1es). Taking into 
account larger hypocenter location errors in 1925 and 
information that small aftershocks of the Miho 
earthquake were felt only in inland macro-seismic 
observation points and not registered by the 
seismograph of Sakai weather station， which was 
located in the coastal area of Miho bay， there is a strong 
possibility that the 1925 Miho・Bayearthquake took 
place企omthe inland nuc1eation zone of the 2000 
Tottoriken~seibu earthquake. Open squares indicate 
macro-seismic observation points and Sakai weather 
station. The lower figure shows a magnitude time plot 
of earthquakes in the source area of the 2000 
Tottoriken-seibu earthquake since 1923 and indicates 
variation of seismicity for a long period of years and 
forerunning upheaval of activity after the 1990s. 

Fig.6は， 2000年10月6日鳥取県西部地震の本震余

震活動と， 1925年7月4日に発生した美保湾の地震と

その余震を，重ね合わせたものである.鳥取県西部地

震の震源域では，過去に M5クラスの地震活動が時々

発生していたことが知られており，特に 1990年代初め

頃から活発化したが，それらの地震の震央が誤差の範

囲で本震の位置と一致することも明らかにされている

(渋谷他，2001). 1925年の地震は，従来から美保湾の

地震と呼ばれており，宇津(1982)のカタログでも美保

湾に震源が決められている.しかし鳥取県西部地震の

被害が，海岸沿いの地盤の悪い地域に集中しているこ

とからも分かるように，この付近で強い地震が発生す

れば，海岸沿いの震度が大きく観測され，震度分布か

ら震央を推定すれば どうしても海岸よりに決まる.

今回決定した本震，余震の震源は，ぱらつきは大きい

ものの，明らかに内陸を中心に分布している.また美

保湾に近い境測候所の地震計にも記録されないような

小さい余震による有感報告が，内陸の根雨，上長田，

多里などの区内観測所から報告されている.これらの

ことを考え合わせると，美保湾の地震は，内陸に震源

を持つ地震であった可能性が非常に高い.震央が北東

~南西方向にばらついているが，この地域では北但馬

地震の場合と同じように，震央の決定誤差は北東~南

西方向に大きくなる.類推すれば，美保湾の地震は，

その後のM5クラスの地震と同じように， 2000年鳥取

県西部地震の本震付近で発生した地震である可能性が

強い.Fig.6のMT図から，M5を超える地震活動が1990

年代に入って活発化したことが分かる.内陸の地殻内

で発生する M7クラスの地震の発生準備過程を調べる

上で，長期に亘る地震カタログの活用が有用であるこ

とを示している.

5.3区内観測所の震度観測の活用例

区内観測所の有感報告を整理した結果の例として

Fig.7に， 1923年関東地震からまもない 1924年から

1937年にかけての，横浜管内(神奈川県)，沼津管内

(静岡県)及び甲府管内(山梨県)の区内観測所から

報告のあった，有感地震の累積頻度分布を示す.区内

観測所は， 1930年代には横浜や甲府管内で約50カ所，

沼津管内では 40カ所あり，すべての観測点で震度を報

告していたとは思われないが，震源の決まらない小さ

い地震の活動を調べる手がかりになる.なお横浜測候

所は， 1923年の関東地震により焼失し，地震観測を再

開したのは 1924年になってからであり，初期には測候

所の震度観測と区内観測所の有感報告の両方に欠測と

思われる期間が認められる.しかし 1923年関東地震の

震源域に近接する 3県の有感地震の累積曲線は， 1924 

年から 1927年頃にかけて緩やかに折れ曲がっており，

-8-
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Fig.7 Cumulative frequencies of felt earthquakes based on 
the reports of felt earthquakes from voluntary weather 
observation points that were operated in Shizuoka， 
Yamanashi and Kanagawa prefectures showing gradual 
subsidence of aftereffects of the 1923 Kanto earthquake (M 
7.9) around the focal region. Bumps on the curves in 1930 
and 1931 are due to the 1930 Ito earthquake swarm， 
aftershocks of the 1931 Kita-Izu ear出quake(M 7.3) and 
those of出e1931 Nishi-Saitama earthquake (M 6.9) 
respectively. Question marks -on. the curve of Kanagawa 
prefecture indicate periods of discontinuity of observations 
or rnissing data. 

関東地震後の地震活動の沈静化を表している.その後

は， 1930年伊東群発地震や同年の北伊豆地震， 1931 

年の西埼玉地震により，それぞれ有感地震が急増する

が，その他の期間はほぼ一定の増加率で推移している.

このように区内観測所の報告も，データベースに取り

込むことにより，器械観測とは違った角度からの地震

活動評価が可能になる.

6. 1926年以降の地震カタログの改善

地震カタログを延長した 1923年から 1925年までの

期間に続き，既存の気象庁地震カタログが存在する，

1926年以降についても震源の再決定を行った.初期の

1930年頃までは，年々観測網の改善と検測値の精度向

上が図られている.1926年， 1927年当時は，まだ最大

振幅値の報告が 1成分の場合が多く，それに加え調査

原簿への振幅の記入が省略されている期間もしばしば

認められる.1928年頃になると，大部分の観測点で2

成分の振幅が記載され，省略されるケースも減ってく

る.検測値の精度も向上し， P， Sの発現時を用いて震

源が決定できる地震が増えてくる.Fig.8は，この時期

のS-Pを用いて決定された震源， P， Sを用いて決めた

震源，深さを固定して決めた登録地震数の推移を示し

たものである.年と共に P，Sを用いて決めた震源の

900 
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800 I --i凸-Depth is given and ti日d

700 I ー.c;-s-P Method 
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Fig.8 Yearly numbers of earthquakes which were 
located by using P and S arriva1s (solid diamond)， by 
using S-P times (open circ1es) and on the condition that 
focal depth was given (open squares). Proportion of 
earthquakes located by using P and S arrivals to total number 
of located earthquakes increased as the observation 
network was improved. 

割合が増加し， S-Pを用いて決定された震源の割合が

減少していることが分かる.

Mについては，気象庁(1982)に記載されている値は，

すべての観測点の検測値を用いて決めたものではなく，

使われた観測点は選択されている.改訂作業では，す

べての検測値を入力とし，周期5秒以内の最大振幅値

はすべて取り込んでいるために，震源が動かない場合

でも， Mは違ってくる場合がある.また調査原簿から

記載漏れの振幅値を追加した場合にも値は変わってく

る.このようなことから，震源のみならず， Mについ

ても原則として再決定し入れ替えることにした.しか

し，一般に再計算による Mの違いは0.1以下である場

合が多い.宇佐美(2003)や宇津カタログに記載されて

いる被害地震などについては， Mの値は研究者のみな

らず，一般社会で色々利用されている場合が多く，値

を変更すると不都合なことも多い.これらのことから，

宇佐美(2003)などに掲載されている被害地震に限り，

M の値は，気象庁(1982)の値を引き続き採用すること

にした.なお再決定により震源が大きく移動する場合

や，値が大きく変化し，既存の値が妥当とは考えられ

ない場合には，再決定した値に置き換えた.1931年3

月9日の三陸沖地震 (M7.6からM7.2)はその例であ

る.また 1937年6月 10日の宮古島近海の地震も，気

象庁(1982)ではM6.7となっていたが，決め直すとM7.2

となる.最も新しい世界主要地震の表 (Engdahland 

Villasenor， 2002)によると， mbでも 7.3，その他の M

-9-，-
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はいずれもそれ以上であることからM7.2に変更した.

なお震源の深さ 60km以上の地震については，勝又

(1964)の式により Mを決めているが，外国の機関など

が決めている Mに比べ大きくなる傾向がある.これ'に

ついては， Katsumata (1999)により浅い地震から深い

地震まで一貫した方法で M を決める方法が開発され

ている. 60kmより深い地震については， Katsumata 

(1999)の方法により Mを計算しなおして，最近の地

震まで一貫した Mに入れ替えている.再計算で作成さ

れた 1933年頃までの地震カタログに基づき，新たに明

らかになった当時の地震活動の特徴をいくつか以下に

紹介する.

1927/3/ l"1927n2i31 t'，"300 
234' 40' 135' O' 135' 20' . 

135" 0' 

Fig.9 A comparison of seismicity around the source region 
of the 1927 Kita-Tango earthquake (M 7.3). The upper 
figure shows main shock and aftershock distribution 
relocated by the present study and the lower figure shows 
micro earthquake activity in recent years. Thick solid lines 
in the upper figure indicate active fault and coastal lines， 
and thin dotted lines show other active faults and 
prefecture's border. 

6. 1 1927年北丹後地震 (M7.3) 

北丹後地震については，地震研究所による臨時余震

観測が，半年以上の期間にわたって行われた(那須，

1929a， 1929b).これらの検測値は，時刻精度が乏しく

s-p時間しか使えないが，豊岡，宮津など震源域に近

い測候所の検測値を組み合わせることにより，小さな

余震まで震源決定が可能となっている.Fig.9は，この

ようにして求めた本震余震分布と，最近の一元化震源

(1997年 10月以降)を比較したものである.地震時

に活動した郷村断層に沿った方向に余震が分布し，今

日の微小地震活動と良い対応が認められる.また郷村

断層に共役な，山田断層の走向に平行な余震分布も認

められる.なお本震の震央は，郷村断層上には決まら

なかった.p， sの発現時を用いる方法， s-p時間を用

いる方法，深さを固定する方法，震源決定に用いる観

測点の震央距離の限度を変えるなど色々試みたが，震

央が西の北但馬地震の震源域にずれて決まる傾向は変

わらなかった.震源決定精度の低さが原因とも考えら

れるが，断層面が西側に傾斜し，断層の底部から地震

が始まったことを示す可能性が指摘できる.

Nasu(1935)にも示唆されているが，余震域の東側の境

界が西側に比べはっきりしていることも断層面が西

側に傾斜していることと整合する.

6.21930年の伊東の群発地震活動と北伊豆地震

(M 7.3) 

伊豆東部では， 1970年代後半から群発地震活動がし

ばしば発生しており，地殻変動も観測され， 1989年7

月には伊東市沖で海底噴火も発生した.一連の活動は，

地殻内へのマグマの貫入が原因と考えられている

(Okada and Yamamoto， 1991など). 1930年の伊東付近

の群発地震については， Nasu et al.(1930)による観測が

行われており，植木他(1990)はNasuet al.(1930)のデ

ータを再解析し， 1930年にも同様のマグマの活動が起

きていたと推定している.今回の震源の再決定の結果

をFig.10に示す.この地域，この期間については，南

側に観測点がなく，観測網が震源に対し偏っているこ

とから，安定した解を求めるため，多くの地震は震源

の深さを 10kmに固定して震源を決定した.参考まで

に，気象庁(1982)による今までのカタログ，及び最近

の高感度高密度観測網によって観測された 1998年の

活動を比較した.群発地震の活動域は似たようなもの
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Fig.ll Difference in epicentral distribution between the 
February to March swarm (open circ1es) and the May to 
June swarm (solid circ1es) near the Ito area in 1930. The 
eastward systematic shi白 ofthe May activity relative to 
the June activity may be due to migration of magma 
i吋ectionoccurring under the east coast of the peninsula 
that is inferred from studies of recent swarm activities. 

ていたことが分かる.再決定には Nasuet al.(1930)によ

る検測値も加えてあるが，対応する地震は限られてお

り，その効果は明瞭でない.1930年の群発地震活動は，

3月と 5月に活動のピークがあった.Fig.11は， 3月

と5月の活動を重ね合わせて示したものである. 3月

の活動に比べ， 5月の活動が明らかに東側にずれてい

ることが分かる.最近の群発地震活動でも，川奈崎沖

(汐吹崎)を中心として北西~南東方向に，活動期間

内あるいは活動と活動の間で地震発生域が移動するこ

とが観測されており，この意味において 1930年にも同

じような現象が起きていたことが分かる.さらに 1932

年 12月5，6日にも，M4.8， M4.0など震源が決まっ

た5個の地震を含み，沼津，三島，伊東など近傍の観

測点でしか観測されない，小規模な群発地震活動が起

きている.規模や期間は異なるが，近年の群発地震活

動と同じような活動を繰り返していたと推定され，カ

タログの見直しにより 1930年の活動と近年の活動の

相似性がより明瞭になった.

1930年は，伊東周辺の群発地震活動が終息して半年

後に，伊豆半島中部で地震活動が始まり， 11月 26日

未明に北伊豆地震M7.3が発生した.Fig.12は前震，本

震，余震を重ねてプロットしたものである.震源の決

定誤差は，伊東の群発地震の時と同程度であると考え

られるが，誤差を考慮しても，前震が本震の起きた場

所周辺に固まって起きたのに対し，余震は南北に広が

ったことが分かる。このように前震(先行地震)が本

震の震央付近に集中して発生した事例は， 1943年鳥取

1
i
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Fig.12 Relocated foreshocks， main shock and aftershocks 
of the 1930 Kita・lzuearthquake (M 7.3). While foreshocks 
c1uster around the main shock， aftershocks are distributed 
in the north-south direction along the Tan'na fault (Thick 
solid lines). Si伊ificantforeshock activity is illustrated by 
the fact that the number of located aftershocks is exceeded 
by that of foreshocks. 

地震M7.2，1945年三河地震M6.8，1978年伊豆大島近

海地震M7.0，2001年鳥取県西部地震M7.3と色々な例

が知られているが，北伊豆地震は震源分布から判別で

きる最も古い事例ということが出来る.

なお伊東付近の群発地震活動と，北伊豆地震の震源

については， Yoshida and Hamada(1991)により再調

査が行われ，すでにほぼ同様の特徴が指摘されている.

今回の調査では，活動前後の期間を含め，決定した震

源を増加することが出来，また振幅データを補ったこ

とにより Mの決定できた地震の数を増やした.その結

果震源の移動など活動の特徴がより明瞭となった.

6.3 1931年3月の三陸沖地震 (M7.2)と余震の分布

1931年3月9日に発生した三陸沖地震では，青森県

を初め北海道，秋田県，岩手県，宮城県にかけて強震

(強き方，震度 5)を観測し八戸や函館などで被害が

142
0 143。

143" N=9 

Fig.13 Di宜erencesof epicenters of the 1931 Sanriku 
earthquake (M 7.2) and its aftershocks found among those 
reported by CMO (1952) (Open symbol with cross)， JMA 
(1982) (Open symbols) and those relocated (solid circ1es) 
by this s佃dyduring the period from March to April in 
1931. 

41.2度の青森県沖に改訂され，M7.6と決め直された.

気象庁(1982)では，再計算が行われず気象庁(1958)

の値がそのまま記載されている.大きい地震の場合 S

相が読みにくく，計算では震源がうまく決まらなかっ

たものと思われる.さらにM7.6は，再計算の結果7.2

となった.もし 7.6が妥当であれば 1994年 12月三陸

はるか沖地震 (M7.6)と同規模の地震となる.震度分

布で比較すると，震度5の範囲は 1931年の地震の方が

広いが，有感範囲は 1994年の地震の方が広い.被害の

様子などから見ても 1994年の地震の方が大きい(気象

庁， 2001). Engdahl and Villasenor(2002)によれば，色々

なカタログで決められたMは7.6から 7.7程度である.

Abe(1981)によれば，実体波Mは7.1となっている.被

害地震の M は原則として変更しないこととしていた

が，この場合は，新たに計算した値 7.2を採用するこ

ととした.

あり，津波も観測されている.この地震とその余震の 6.4関東地方の地震活動

震源を再決定したところ， Fig.13に示すように気象庁 関東地方は，南からフィリピン海プレートが，東か

(1982)と大きく異なる結果を得た.余震のまとまり ら太平洋プレートが沈み込んでおり，その影響により

などから考えると，再決定した本震，余震分布の方が 地震活動が活発であるばかりでなく，複雑な震源分布

妥当と考えられる.気象要覧による震源は，東経 141.9 を示している.微小地震の観測に基づ、いた，沈み込む

度，北緯40.6度と陸地よりで，馬淵川(八戸)河口沖 プレートの形状に関する研究が近年精力的に実施され，

となっている.中央気象台(1952)でも震央は変わって 詳しいプレートの形状が明らかにされている(例えば，

いないが，気象庁(1958)では震央が東経 142.5度，北緯 Ishida，1992) .また関東地方は，早くから地震観測網の
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Fig.15 A comparison of hypocenter plots on the vertical 
plane for the hypocenters in Figure 14. Approximate 
boundaries of the Pacific plate (upper and lower) and the 
Philippine sea plate (PHS) are also indicated. Detailed 
structure， such as the double-planed subducting Pacific 
slab is not seen台omthe upper plot for the period from 
1924 to 1937， due to poor depth resolution of hypocenter 
location. However， distinct c1usters at various focal 
depths correspond to the patterns recognized by the 
recent observations in the lower figure. 

集中域，水戸市付近の固まりなどはよく分かり，深さ

の分布も最近の活動とよく対応しているが，最近の観

測でよく分かる茨城県南西部の活動でも鬼怒川側の活

動と筑波山側の活動 あるいは千葉県北部にかけての

いくつかの集中域などを識別するだけの分解能はない.

これら地震の巣では，当時の震源決定能力で決定でき

る規模の地震が，あまり起きていないためかもしれな

い.また太平洋プレートの二重深発地震面の下面がよ

く見えないのも，下面で発生する地震の規模が比較的

小さいことが一因であろう.これまで気象庁(1982)で

は，震源の深さが 10kmきざみで決められていたため

に，このような特徴を調査することは困難であった.

今後震源の見直しがすすめば，期間を延ばしたり，精

Fig.14 Plane view showing a comparison of seismicity 
in the riorthern Kanto district up to 120 km focal depth for 
the period from 1924 to 1937 (upper) with recent 
seismicity for the period from 1997 to 2002 (1ower). Due 
to larger location error， c1usters of epicenters are vague in 
the 1920s and 1930s but most of them correspond well to 
c1usters of earthquakes associated with subductions of the 
Philippine sea plate and the Pacific plate under the Kanto 
district， which are easily recognizable台omthe recent 
observations. Shallow c1ustering in the border of Gunma 
and Tochigi prefectures recognizable from the recent 
results is not seen in 1920s and 1930s.百leearthquake 
detection capability of the period must be not enough to 
locate earthquakes of small magnitude in this region. On 
the other hand， micro earthquakes are still seen by the 
recent observations in around the area where the 1931 
Nishi-Saitama earthquake (M 6.9) and its aftershocks are 
formulated. 
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整備が行われ，地震の検知能力，震源決定精度共に他

の地域に比べ高かった.過去の資料から，今日明らか

にされている地震活動の特徴がどの程度まで認識でき

るかを調べるため，最近の地震活動と比較した結果を

Fig.14及びFig.15に示す.震央分布図で見ると， 1933 

年以前では日光足尾地域の地震活動がほとんど認めら

さらに

これまでに示したように，震源カタログの改善によ

り長期間の地震活動のより正確な解析・評価が可能に

qδ 
唱

E
i

度のよい震源を選択したりすることにより，

色々な調査が可能になろう.

6.5余震分布の線状配列

これには，当時の地震検知能力が低かったた

め，震源、がほとんど決まらなかったためと考えられる

が， 1949年の今市地震などの影響で，長期的に地震活

動レベルが変化した可能性もある.いっぽう 1931年西

埼玉地震 (M6.9)の震源域では，今日でも対応する微

小地震活動が認められる.茨城県南西部の地震活動の

れない.
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なったが，観測網の変還による震源，検知能力の変化

は，依然として非常に大きい.震源決定精度の違いは，

緯度，経度，震源の深さの標準偏差で定量的に表され

るが，定性的にその変化を良く表現している例として，

横ずれ断層型の地震による余震分布の配列を取り上げ

る.

横ずれ断層型の地震の余震が，断層に沿った見事な

線状配列を示すことが認識されるようになったのは，

1966年のパークフィールドの地震 (Eatonet al.， 1970)， 

1969年岐車県中部地震 (Mj:6ム渡辺・黒磯，1970)頃

からである.日本列島の中部から西南日本の内陸部で

は，東西圧縮の応力場に支配されるが，その応力場の

下で横ずれ断層による被害地震がしばしば発生する.

古くは 1927年の北丹後地震，最近では 1995年の兵庫

県南部地震がその典型例である.これらの被害地震は，

多数の余震を伴い，断層の傾きが垂直に近い場合，最

近の精度良く決定された余震分布では，見事な余震の

線状配列が認められる.しかし時代を遡るに従い震源

決定精度が低くなるため，余震の線状配列は明瞭では

なくなってくる.過去に主として西南日本を中心とし

て発生した， M7クラスの横ずれ断層型の被害地震の

余震分布を，断層の走向を上下に揃え同じ縮尺で表示

したのがFig.16である.

断層の位置や走向，長さ等の諸元は，佐藤他(1989)

を参考にした.余震の線状配列は，時代を遡る程暖昧

になり，また 1948年の福井地震のように，余震の位置

が断層から系統的にずれているように見える場合もあ

る.その中で 1927年北丹後地震の余震が比較的まとま

っているのは，地震研究所の余震観測の資料を利用で

き，精度，検知能力が他の場合に比べ改善されている

ためである.また 1943年の鳥取地震や 1978年の伊豆

大島近海地震など，余震が断層の両端に集中する場合

は，精度が低いために余震の分布がばらついているば

かりでなく，アスペリティの分布などが，他の地震と

異なることを暗示している.余震には本震と共役な断

層による地震が含まれる場合が珍しくなく，断層の長

さ，余震と断層の位置関係，余震の時間空間分布は，

同じ横ずれ断層型の地震でも様々であるが， Fig.16は

震源決定精度の時間的な移り変わりを象徴的に示して

いる.

Kita-'l'a.jirna Kita-Tnngo Kita・1zu1930
1925 Mj:6.8 1927 Mj:7.3 Mj:7.3 

Fig.16 Linear alignments of aftershocks along the faults of the eleven prominent inland earthquakes that 
have originated from strike slip faults showing not only temporal variation of earthquake location accuracy 
through the period from 1925 to 2000， but also individual characteristics of aftershock patterns of each 
earthquake. Aftershocks are plotted on the maps with the same reduced scale and with the same orientation 
along the earthquake fault (bold lines). Faulting parameter is after Sato et al. (1989). Mj indicates JMA 
magnitude and some names of the earthquake are abbreviated (1995 Hyogoken-nanbu→ Kobe1995， 
2000 Tottoriken-seibu→ Tottoriken-W2000 etcふ

-14-



Fig.17は，地震カタログに含まれる地震の規模別回

数の内訳の，時間変化を示している.Fig.17によれば，

M孟5，Mと6の地震に限れば， 1923年以降今日に至

るまで地震の発生数は，一定で変化はほとんど認めら

れない.いっぽう M詮4クラスの地震の場合， 1960年

前後を境に数は増加している.また 1960年以前につい

てもよく見ると 1940年頃を中心に数が多く， 1950年

代は少なくなっていることが分かり，M孟4クラスの

地震については，一様には検知できていないことが分

かる.いっぽう地震カタログに記載されている地震の

内， Mが与えられている地震の割合も時代により大き

く変化している (Fig. 18). 1920年代から 1930年代

にかけてカタログの改訂作業が進んでいる部分では，

観測原簿の活用などにより M が与えられている地震

の割合が，気象庁(1982)に比べ改善されていることが

分かる.いっぽう 1950年代は全体の期間を通じて， M

の与えられる地震の割合が最も低いことが分かる.

の理由は， 1952年観測業務規定が改正され，記録全振

幅10mm以下の記録については振幅の検測が不要とさ

れたためと考えられる.

このことは，全国から報告される検測値の総数と，

振幅の読みとりを持つ検測値の数，及びその割合の変

日本の震源カタログの改善

7.議論

ョ，..
~ 

7.1震源とマグニチュード決定地震数の時間的推移

今回の地震カタログの改善の主目的は，震源の質の

改善が中心であり，震源が決まった地震の数は，調査

の完了した期間では気象庁(1982)に比べ若干増加して

いるが，新たな観測資料の発見がほとんど期待できな

いことから，地震カタログに含まれる地震数の大幅な

増加は期待できない.しかし震源の質の改善により

1923年以降の地震検知能力のより詳しい分析が可能
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化からも理解できる (Fig.1).すなわち大正末期から

昭和初期にかけて，中央気象台の地震観測網が整備さ

れると共に検測値の数も年々増加し， 1930年代初めに

は3万件を超えるようになる.しかしその後は，検測

値の総数には消長があるものの，振幅の読みとりのあ

る検測値の数は戦前，戦後の期間に向けて漸減する.

1950年代に入り，機械式1倍強震計や普通地震計の展

開など，観測網の復旧により検視，IJ値の総数は再び増加

に転じているが，振幅つきの検測値については 1950

年代が全期間を通じて最低となっており，上記検測基

準の改正が大きな影響を与えたごとが分かる.

1952年に改正された検測基準は，その後 1965年に

なって再度改正され，検測の対象とする地震記象に全

振幅 1mmという下限が設けられるいっぽう，すべて

の検測値には振幅の読みとりが原則として含まれるよ

うになったため， Mの与えられていない地震は劇的に

減少した.なお Fig.18による 1970年代後半以降の M

が決まらない地震の大半は，速度振幅による M決定式

が適用できない深さ 60km以上の小地震である.

以上から気象庁地震カタログを用いる場合， Mの決
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まっている地震を対象とする場合 1950年代が一番の

弱点になっていることが分かる.長期間の地震活動変

化を議論する場合には，絶えずこの点に注意する必要

がある.

これまでの調査により，気象庁本庁に調査原簿が保

存されている 1923年8月以降の地震カタログの整備，

改善が行われ， 1923年から 1960年の期間のうち， 1943

年までの期間について新たな地震カタログが完成し，

1944年から 1950年の期間についても作業が進んでい

るが，第二次大戦前後の期間は，多くの観測点が直接

間接の戦争の影響で観測の中止や中断を余儀なくされ

ている.その影響は戦争末期の 1945年から 1946年

12月の南海地震発生までの期間が著しい.この時期に

ついては，調査原簿の記載が不完全であることから，

地震カタログの改善には，観測原簿など残された資料

の悉皆調査により資料を補い，地震検知能力の低下の

影響を最小限にする努力も必要である.

7.2 1923年以前の地震カタログの整備

1923年7月以前については，関東地震により資料が

焼失しており，同様な方法で地震カタログを整備する

には，各官署の観測原簿から，検測値を再収集する必

要がある.このような状況について宇津(1979)は，

11925年以前(明治・大正時代)の観測資料を再調査

して震源事項を再調査することが望まれる.しかしこ

れは面倒な仕事である.将来一つの事業として観測さ

れた全地震の全資料を集めて組織的に再調査がなされ

ることが期待されるが」と述べているが，残念ながら

今日に至るまでほとんど実現していない.

また当時の観測網の状況を考えると， 卜リガ一方式

のグレー・ミルン・ユーイング普通地震計に代わり，

P波から記録が得られる不断観測(大森， 1905)の大

森式地震計や各種簡単微動計が普及するのは，大正時

代になってからである.s-p時間を用いるにしても，

震源計算による震源決定が可能な期間は， 1923年から

たかだか数年程度遡るだけと考えられる.それ以前に

ついては，宇津(1979)のように震源を求めるには，震

度分布その他の情報を総合的に利用するしかない.

1885年以降の地震について現在使われている宇津

(1982b)のカタログには， M6以上及び被害地震のみ

が掲載されており，年間あたりの地震数は 10"'20個に

過ぎない.
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Fig.19 Yearly frequency of earthquakes reported by Utsu 
(1982) (solid squares) and CMO (1952) (solid circ1es) 
during the period from 1885 to 1923. 

一方宇津(1982b)のカタログが作られるまで利用さ

れてきた「日本付近における主な地震の規模表J中央

気象台(1952)は後で述べるように震源はともかく

Mの値が，今日の気象庁M(均)と異なり，内容も均

一でないことから，今日ほとんど利用されなくなって

いる.この地震表には， 1885年から 1923年の問に 2930

個の地震が記載されている (Fig.19).掲載されている

地震数は 1900年以前の初期を別にしても変動が大き

く，地震検知能力，調査の方法が均ーとは考えにくい

が，平均では年間 100個程度の地震が記載されている

ことになる.これらの地震の震源は，地震年報，気象

要覧に基づいており，カタログを延長する場合，暫定

的にそのまま利用することも選択肢として考えられる.

しかし，宇津(1982b)により改訂された地震について震

源を比較すると，深発地震など震源が大きく移動する

ものもある.また地震表に記載されている地震の Mは，

有感半径を基にした河角式Mであり，宇津(1979)に

よれば坪井の式による気象庁 M に比べ有意に過大な

値が与えられているばかりでなく，時期によりその差

も変化している.さらに有感半径の定義も途中で変わ

っており，そのままでは規模の推定などには使えない.

また時刻の誤りも結構見受けられる.以上の問題点を

考慮すると，中央気象台(1952)を新たな地震カタロ

グに暫定的にせよ利用することは妥当とは考えられず，

最初から作り直す必要がある.

7.3 1960年代以降の地震カタログの改善

今回の調査では 1923年から 1964年までの地震カタ

ログの改善を行っている.しかし 1983年までの地震月
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日本の震源、カタログの改善

報では，震源の深さを 10km，20kmきざみで与えてあ

るが， Fig.14などが示すようにたとえ精度が低い場合

でも地震活動の詳細を調査するためには，細かく表示

する方が適切であり， 1965年以降少なくとも 1982年

までは震源の再計算が必要である.しかしこの期間中，

1965年に地震の検測基準が改正された際に，報告され

る検測値の数が顕著に減少し，気象庁観測網の地震検

知能力の低下をもたらした.それまでは記録されたす

べての地震が検測の対象になっていたが， 1965年以降，

新たに記録全振幅 1mm以降の地震だけを検測の対象

にするように基準が改正されたためである.この一時

的な検知能力の低下は， Fig.17では 1965年からの松代

群発地震や， 1968年の十勝沖地震とその余震などの活

動に隠れてあまり顕著ではないが， 67型磁気テープ記

録式電磁地震計など高感度短周期地震計の展開が本格

化する 1970年代前半まで認められる.いっぽうこの時

期には，大学の微小地震観測が始まり，各地の微小地

震観測所から地震観測報告が発行されている.これら

の高感度地震観測のデータを気象庁のデータと併合し

た処理は， Matu'ura et a1.(1988a，1988b)など一部の地域

や期間を別すればほとんど行われていない.出来るだ

け均質な日本列島の地震カタログを整備するためには，

これら微小地震観測点の資料の活用を進める必要があ

る.

8.まとめ

期間が長く精度が高く均質な内容を持つ地震カタロ

グの整備は，地震に関する各種研究，調査の基盤にな

るものである.現実には観測点の配置や密度，地震計

の感度，時刻精度などは，時代と共に大きく変化して

おり，震源検知能力や決定精度に関して完全に均質な

地震カタログを作ることは不可能であるが，時々の観

測網の能力に見合う品質を確保し，また最新の地震学

の知見を地震カタログに反映させることは可能である.

また地震カタログをうまく利用するためには，その

時々の観測の背景など品質についての理解も求められ

る.

今回の調査では，地震記象紙から検測値が作成され，

調査原簿にまとめられるまでの業務の形態についても

考察を加え，また震源決定についても複数の方法を適

用して反復し，最適な震源解を得られるように工夫し

た.その結果調査原簿が残されている 1923年8月まで

時間を遡って地震カタログを延長することが可能にな

った.1926年以降についても震源の見直しを進めるこ

とにより，当時の被害地震，群発地震活動について新

たな特徴を見いだすことが可能になった.また古い地

震記象紙を用いた過去の地震に関する調査が行われる

ようになった現在，すべての検測値と震源を計算機で

再利用可能なデ、イジタルデータとして整備したことは，

今後の様々な研究調査を進める上でも大きな意義を持

つと考えられる.
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受けた.京都大学阿武山地震観測所元研修員の山崎純

一氏からは，長年に亘るウィーヘルト地震計記象紙の

読みとり結果を提供して頂いた.また気象庁では火山

課の山本雅博，地震津波監視課の竹内新，仙台管区気

象台の草野富二雄，軽井沢測候所の斉藤進，地磁気観

測所の吉田明夫，気象研究所の石川有三の各技官を初

めデータ処理係，その他の地方官署の職員から多大の

協力を得た.また古い地震資料については気象庁OB

の津村建四朗，故勝文護の両氏初め先輩方から様々な

助言を得た.これらの方々ならびに実際のデータの打

ち込みに携わった非常勤職員の方々に感謝します.
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Appendix 1 検測資料

1 地震調査原簿

地震調査原簿は，古くは全国地震調査原稿とも呼ば

れ，全国の地震観測結果を時間順に整理記入したもの

で，気象要覧の地震に関する記事，地震月報作成のた

めの基礎資料となるなど，各種の調査に利用されてき

た.原簿は 1960年以前は全部手書きで， 1961年以降

は電子計算機処理により作成されている.気象庁

(1982)による地震カタログは，この地震調査原簿を基

に作成された.地震調査原簿は， 1923年関東地震によ

る火災のため， 1904年から 1923年7月までの資料が

全部失われている.また一番古い 1923年8月の原簿は，

関東地震の後に作成されたと見られるが，地震直後の

混乱のためか，観測データが存在するにも拘わらず，

調査原簿から抜け落ちている観測点が多い.

またその後の災害により 1936年の約5ヶ月分;1938

年4ヶ月分の原簿も失われており これについては

1960年代になって改めて各官署からの報告を基に作

り直されているが，観測点の洩れが多い.さらに第二

次世界大戦前後の期間については，観測を休止した官

署が多いばかりでなく，全国からの資料の集計作業が

不完全であることも明らかになっている.後述するよ

うにそれ以外の時期についても，記入ミス，記入漏れ

などが見受けられ，全国の地震結果をまとめた資料と

して決して完壁な資料ではない.なお 1960年以前の地

震調査原簿はすべてマイクロフィルム化されている.

2 地震観測原簿

各官署での地震観測の結果は，地震観測表にまとめ

られ，中央気象台に報告されるとともに，地震観測原

簿として各官署に保管されてきた.しかし戦災その他

の理由により，今日地震観測原簿が失われた官署も多

く，調査原簿に転記された観測値しか残っていない観

測点も多い.地震観測原簿は， 1960年代にマイクロフ

ィルム化されたが，一部の官署の明治大正時代の資料

についてはマイクロフィルム化されていない(宇津，

1982a). また沖縄気象台管内については，後の 1990

年代になってマイクロフィルムが作成されている.

3 印刷物

1939年に全国の測候所が国営に移管されるまでは，

多くの測候所は県営測候所として観測業務を行ってお

り，観測結果の印刷物などへの公表も統一された様式

はなく，それぞれ独自の方針で行われていた.印刷物

の質も様々であり，ガリ版刷の資料もある.地震観測

の結果は，気象観測の結果とともに，これら測候所別

の気象年報や気象月報などの印刷物に様々な形で含ま

れている.内容は， 1923年関東地震以前は有感地震に

関する記事が主なもので，地震計による検測値まで記

載している測候所は，非常に数が少ない.しかし 1923

年関東地震以降，地震観測網の整備が行われるととも

に，地震計による検測値がこれら印刷物の中に記載さ

れる例が増加した.しかしこれらの印刷物の多くは，

測候所の国営移管を機に多くは廃刊，変更され， 1939 

年以降は地震の検測値を記載した印刷物は，中央気象

台が発行してる地震年報や気象要覧のみとなっている.

Table 1に，気象庁の図書資料管理室に保管されている

報告物の内， 1922年以降の各測候所発行の報告物の中

で，地震の検測値を記載した刊行物名，記載されてい

た期間の一覧を示す.Table 1に示した報告は，すべて

ではなく，その他にも同様の報告物が存在するものと

推定される.台湾や朝鮮半島，パラオなどの観測点の

地震報告も発行されており，特に朝鮮半島については，

1915年から 1939年までのすべての検測値が印制され

ている.前述のように検測値の記載内容，形式などは

各測候所ごとに異なっており同一ではない.

官署や時期によっては，気象年報の別冊として或い

は独立した印刷物として地震観測表を刊行した例もあ

る(熊谷，横浜，銚子，熊谷，沼津，新潟，富山，名

古屋，大阪(府立)，神戸，高知，福岡，長崎，宮崎な

ど).しかしこれらのケースは少数であり，大部分の測

候所では気象月報や年報の中に気象観測結果などとい

っしょに記載されている.記載の詳しさも測候所ごと

に異なっており，府立大阪測候所の例のように，観測

原簿に記載した内容を後続相も含めほぼ全部記載しで

ある場合もあるが，大部分の場合，相名を省略し，初

動，初期微動継続時間を中心に記載している例が多い.

簡単な場合では，和歌山や盛岡，熊本のように有感地

震や主な地震の検測値に限定して記載した例もある.

また神戸，大阪，名古屋，沼津などでは英文で出版さ

れており，時間も日本標準時(JST)でなくグリニッ

ジ標準時 (GMT)で記載されている場合もある.これ

らの地震観測表には，地震計の常数もしばしば記載さ
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れており，当時用いられた地震計の特性を知ることも

できる.

調査原簿の記載内容の確認のため，あるいは観測原

簿が失われている宮署については，これらの印刷され

た資料は貴重な補足資料となっている.

4 中央気象台・気象庁以外の機関の資料や臨時観測

結果

1945年以前は，地震観測における気象官署の役割は，

今日に比べ圧倒的に大きかった.戦前，気象官署以外

で地震観測が行われていた観測点は，水沢の緯度観測

所，東北帝国大学の向山観測所，東京帝国大学地震研

究所による観測点(本郷，駒場，三鷹，筑波，鎌倉，

三崎，清澄，秩父，東金，佐倉，小山(駿河小山)，吉

原)や伊豆下回にあった三井地球物理研究所(須崎)， 

京都帝国大学の下賀茂，阿武山，別府，阿蘇などに限

られる.また今村明恒が南海地震に備えて， 1928年以

降紀伊半島に展開した私設の地震観測所の記録は，現

在東京大学地震研究所に保管されている(菊地他，

2002) . 

これらの中で，水沢の観測結果は初めから中央気象

台に報告され調査原簿に記載されている.地震研究所

による観測結果は，東京帝国大学地震研究所

(1934，1935')などにより整理公表されている.須崎に

ついては，観測報告が発行されている他，地震研究所

の観測報告にも掲載されている.

その他の観測点については，一部の地震記象紙が保

管されている以外に，検測値など直ちに利用できる形

での整理は行われていない.これらの観測点の資料を

利用するためには，記象紙から直接検測を行う必要が

ある.それらの中で最近山崎(2001)及び山崎・許斐

(2001)は， 1929年以降の長期間の阿武山の記象紙を検，

測した結果に基づき，近畿地方の地震活動の変化を調

査している.今回の調査では労力的な制約から，地震

研究所関係の資料および山崎純一氏から提供を受けた

阿武山の検測値 (s-P時間)の観測結果のみを活用し

ている.

これら定常観測以外に，大地震の余震観測，群発地

震の臨時観測結果が論文や報告物に記載されている例

もある.例えば 1927年北丹後地震， 1930年の伊東の

群発地震などについては，那須(1929a，1929b)， Nasu et 

al.(1930)などによる観測報告に，臨時観測の検測値が

記載されており利用することが可能である.地震課技

術係・新島測候所(1958)には， 1957年新島付近の群発

地震についての検測値が記載されている.これら気象

台・測候所以外の観測資料の活用は，検知能力や震源

精度の改善に役立ついっぽう，地震カタログに地域的，

時期的な検知能力に偏りをもたらす恐れがある.しか

し，当時の気象台，測候所の観測網自体地域的な偏り

が大きく，部外の資料を利用した場合でも状況が大き

く変わる訳ではない.残された資料を最大限活用し，

地震活動を出来るだけ詳しく再現することの方が，利

点が大きいと考えられる.

Appendix 2 地震検測作業に関する問題

1 観測者の意識

検測作業を行う際の観測者の関心は，時期や観測設

備によって違いがあり，今日まで終始一貫した方針で

実施されてきた訳ではない.Table2に， 1920年代， 1930

年代の地震観測報告に掲載されていたおもな検測項目

を示す.cやLなど定義も暖昧で検測はしてもほとん
ど活用されなかった検測項目もあるいっぽう，逆に地

震の規模を推定するに重要な振幅など，時代によって

は検測が軽視されてきた要素もある.また県営測候所

が多かったため，職員の技術レベルも今日ほどには一

様でなかったと考えられる.

まず当時の検測内容を見ると，全体として近地地震

よりも遠地地震の観測が重視されていたことが分かる.

一部の観測点では， depth phaseの他PP，ScSなどの反

射相などの後続相が多く記載されている.当時は地球

内部構造の解明が進んだ時期であり，それらの観測点

では，職員のこれら後続相に対する関心が高く，地球

内部構造や，後続相に関する知識が今日の職員に比べ

ても豊富だ、ったことが窺われる.また地殻内を伝わる

直達P波 (Pg，当時の表現では P*)と地殻，マントル

境界(モホ面)を伝搬する屈折波 (Pn，当時の表現で

はPの上に-)を区別して検測していた観測点も多い.

地殻構造に関する知識や，各観測点に中央気象台から

還元される震源に関する情報の精度にも限界がある中

で，このような区別をすることの意義については，疑

問もあるが，当時の地震学の知識，関心の方向をそれ

なりに反映した作業が行われていたことが分かる.
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2 検測項目(初期微動継続時間と L相， M 相， C

相， F相)

観測原簿や印刷された観測表の多くに， P相， s相
以外に L相の記載がある.P波， s波はそれぞれ第一
種初期微動，第二種初期微動とも呼ばれていた.L相

は，周期の長い大振幅の相を意味するが，観測点によ

りP， SあるいはP，LあるいはP，S， Lの組み合わ

せで検測が行われており，一様ではない.また初期微

動継続時間として， S-Pを記載してある場合と L-Pを

記載している場合があり，今日の震源計算に用いる S

相がどれに相当するのか 判断に困る場合も多い.M

相は最大振幅波の到達を表し，最大振幅とともに検測

されている.

多くの観測点で， S相の検測がなく L相の検測があ

る場合には，初期微動継続時間がL相までの時間にな

っており， L相を今日の S相と同等に扱うことができ

る.しかし S相， L相の両方の記載がある場合の取り

扱いは，観測点によりまた地震により違っていたと考

えられる.遠地地震の場合は， S相と L相の時間差が

大きく， L相は表面波の到達を意味している.しかし，

近地地震の場合には，実際に震源計算を行ってみると，

L相がS相の走時に乗る場合も多い.宮崎などの例で

は，日向灘の地震についてはS相よりも L相がS相の

走時に合う場合が多い.S相の前に現れる SP変換波を

S相と検測していた可能性が考えられる.さらに通常

は S，Lの両方の相が検測されているにも拘わらず，

余震など地震が多発すると， L相の検測が省略され S

相だけになり， S相を震源計算に使うことが妥当かど

うか疑問が出てくる場合もある.このように L相の取

り扱いは，実際に震源計算を行いながら検討していく

必要がある.また M相は，極近地地震で規模が小さく

初動が読めない場合には S相とほぼ一致し S相とし

て取り扱える場合がある.このように相の取り方は，

観測点により異なっており，観測点の事情を考慮した

取り扱いが必要となる.

C相は，終期微動の中での顕著な相という意味と考

えられ，地震観測報告に図解の説明が掲載されている

場合もあるが，定義のはっきりしない相Tある.

F相は地震動が認められなくなる時刻を意味するこ

とから，今日の震動継続時間に対応する.

各観測点の観測原簿には上記の検測項目が克明に記

載され，そのまま中央気象台に報告されていたが，調

査原簿には，各測候所からの観測表から検測値を転記

する際に，大幅な省略が行われている.1950年代の途

中までは，原則として相名は省略され数値だけが記載

されている.このため IP. EP. Pなど立ち上がりの

明瞭度の区別が出来ないばかりでなく，初期微動継続

時間の記載がなく時刻だけが記載しである場合，それ

がP相であるか S相であるかの区別がつかない.また

初期微動継続時間が記入されている場合でも， S相， L

相の区別がつかない場合が大部分であり， L相， C相

のほとんとは記載されなかった.このようにせっかく

検測したにも拘わらず，何ら利用されず、に終わった項

目も多い.

3 読みとり精度

1920年代頃からの地震観測には，クロノメーターや

電気式の振り子時計が用いられ，時計の日差は数秒程

度はあった.また地震計の倍率も低く，記録ドラムの

回転ムラや遊びも大きく，記録速度も 1cm/分から

3cm/分と遅かったことから，秒単位の精度の確保は

難しかったことが分かる.

当時のドラム記録は，大森地震計のように 1成分の

記録，簡単微動計のように 2成分を同時に記録する場

合，強震計のように 3成分を同じ記象紙に書かせる場

合と様々な場合がある.時刻の信号も地動とは独立し

た刻時専用の描針により記録される場合と，電磁石に

より描針を記録から浮かせてタイムマークとする方式

が採られている場合がある.このような状況では，た

とえ時計が同一で誤差が少ない場合でも，機械的な誤

差や狂いにより， Pや Sの到達時間の読みとりは，成

分や地震計の間で一致しない場合が多くなる.今日で

はPの発現時の読みとりには，立ち上がりが明瞭な上

下動成分を用いるのが原則であるが，当時は簡単微動

計のように水平動だけの地震計が多く， Pの発現時も

主として水平動成分から読みとられていた.このよう

な状況のもとで，観測原簿を見ると PやSの発現時は，

成分ごとに，また地震計の種類ごとに検測される場合

がしばしば認められる.しかし調査原簿に記入される

値は一つしかない場合がほとんどで，どのような基準

で検測値が選択されたのか今日となっては不明な点が

多い.中には水平2成分の発現時を平均して記載され

た場合もある.

発現時の読みとりの単位については， 1920年代から
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1930年代にかけては，秒までの観測点が多い. 1923 

関東地震当時の検測値の大部分は秒単位である. 1920 

年代後半には 0.1秒まで報告している観測点が多数に

なるが，水沢など1937年になって変わった観測点もあ

る.ほとんどの観測点で 0.1秒単位の読みとりが行われ

るようになったのは， 1930年代後半になってからと考

えられる.また一部の観測点では，秒を分の小数とし

て 0.1分単位で報告している場合が見いだされる.こ

れらの場合は読みとりの最小単位は6秒となる.しか

し調査原簿の記述では，最小単位が 0.1秒で、あったか

1秒であったか明確でない場合も多い.また 0.1分単

位の報告を間違えてそのまま分，秒に分けて記入した

誤りも認められる.

4 振幅の読みとり

初期の地震観測では，振幅の読みとりは，各相の発

現時の読みとりに比べ比重が軽かったことが推定され

る.これはマグニチュードなど，地震の規模を観測さ

れた振幅から推定する方法が確立されるまでは，振幅

の読みとりに関するはっきりとした必要性，目的意識

が存在しなかったことによるものと考えられる. 1923 

年関東地震前後の調査原簿を見ると，大部分の観測点

からは水平動 1成分，振幅の大きい方の成分の値が記

載されているだけである. 2成分の読みとりがほとん

どの官署で行われるようになったのは， 1927年頃から

である (Fig.1).しかし観測原簿と調査原簿の厳密な

照合をしていないので量は不明であるが， 1927年前後

の期間では，振幅の記載の省略がところどころに認め

られる.甚だしい場合，一定の期間(10日前後)ほと

んど記載が途絶える場合もある.また地震が多い時期

にもまとまって省略される傾向があり，調査原簿への

振幅の記載が，記入を担当する担当者の裁量に委ねら

れていたことを示唆している.振幅の読みとり値の有

無は，マグニチュードの決定に直接関わるので，調査

原簿への記入が省略されたことが判明している場合に

は，その他の資料で補うことが必要になる.振幅デー

タは 1940年代に入ると逆に減少し， 1950年代にはマ

グニチュードの決定にも支障を来すようになる.第2

次世界大戦前後の混乱期にあたり，検測しても利用目

的がはっきりしていなかったことが影響したものであ

ろう.

Appendix 3 資料の電子媒体化と編集

1 検測値の電子媒体化

気象庁の地震カタログは，早くから電子媒体で利用

可能なファイルが作られているが，検測値については，

地震観測データの処理が電子計算機を用いて行われる

ようになった 1961年以降の部分が作成されたにすぎ

ず，特に 1961年から 1970年までの検測値は紙カード

にパンチされていたため，その後廃棄された部分も多

く，また途中でフォーマットの変更等もあり，印刷物

だけが残っている部分が多い.1971年以降については，

磁気テープやその他の電子媒体にすべての検測値がコ

ピーされ保存されている.気象庁(1982)により 1926年

から 1960年までの地震についての震源の調査が行わ

れた際には，使用した検測値は紙カードに穿孔された

が，カードは使用後すべて廃棄され，印刷された結果

だけが地震予知情報課に保管されている.また調査に

利用された観測点は，調査原簿に記載された観測点の

うち，震央距離の短い一部の観測点に限られていた.

地震カタログの改善には，これら検測値の電子媒体

化は，必須である.また研究者が地震に関する色々な

調査研究を進める上でも，検測値は多くの場合必要で

あり，資料の有効利用，公開を進めるためにも不可欠

である.岩田・浜田(1986)，浜田(1987)，浜田他(2001)

などは，過去の地震の震源再決定を行うために，調査

原簿の検測値の電子媒体化を進めたが，調査原簿が保

存されている1923年8月以降1960年までの期間の内，

延べ約2割の期間の電子媒体化が完了するに留まって

いた.このため残された期間については，主として地

震予知総合研究振興会の協力のもとに，検測値のデ、イ

ジタルファイル化を進め，すでに 1923年から 1960年

までの期間の98%の期間のファイル化が終了している.

Fig.1に電子ファイル化した部分の検測値の総数の変

遷を示した.

2 検測値の点検と整理

前述のように，調査原簿の記載内容は完全なもので

はなく，観測資料を整理する過程で色々な省略が行わ

れ，誤りも混入している.現存する資料の網羅的で完

全な照合は，労力的にも短時間には困難であり，今回

の調査では，調査原簿からディジタル化した検視，IJ値を

基に，震源の再決定を行う過程で，震源決定の必要性
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に応じ，観測原簿，各種印刷物など資料の照合や補足

を行った.誤りの多くは，調査原簿への記入と，ディ

ジタル化の入力の際に起きている.手書きの調査原簿

は必ずしも読みやすくはなく，観測点名の誤りが起き

やすい.長崎と長野，福岡と福島，宮崎と宮津，宮崎

と富崎，熊本と熊谷，松本と松山，虞島と鹿児島など

似た漢字名の混同は 調査原簿への記入時及び、デ、イジ

タル化の段階の両方の過程で起き得る.また調査原簿

へは，宇和島を松山，伊東を沼津，追分を長野，富山

を伏木，高山を岐阜など観測点名に当時の親官署の観

測点名で記入されている場合も認められる.時間の記

入の間違いは，分の間違い，時の間違い，日付や月の

間違いまで色々な場合がある. ドラムの記録紙からタ

イムマークを数えて時間を読みとる過程で，時分を間

違える誤りは結構あり，検測段階での時分の誤りは2%

から 5%程度と見積もられる.分を読み間違えた検測

値は， 1970年代初めになっても認められる.検視，IJ値を

相互に比較し出来るだけ修正を試みたが，一つの観測

点の検測値が，他の観測点の検測値と対応がなく，時

間的に孤立している場合の多くは，このような誤りを

含んでいると推定される.

3 委託気象観測所(区内)の有感資料の扱い

調査原簿には，気象観測を委託していた区内観測所

からの有感地震の報告も記載されている.ただし戦時

中の一部の期間などには，まったく記載がなく，省略

されていた時期もある.記載内容は気象要覧の有感地

震の記事と対応しており，調査原簿から気象要覧の記

事が作成されたことが分かる.区内観測点の有感資料

については津村(1998)，三浪 (2000)などによりデー

タベース化が試みられているが，期間が限られ，すべ

ての地震を網羅したものではない.気象庁においても，

気象官署の有感地震のデータベース化は行われている

が(石垣・高木， 2000など)，区内観測点の資料の整

理は期待の割には進んでいない.今回の調査の目的は，

あくまで地震カタログの改善であるが，最終的には，

震源，検測値，有感資料のすべてを網羅した，総合的

な地震データベース作りが望ましい.1960年以前は年

間の震源決定数は数百個のオーダーであり，有感地震

の多くは震源が決められていない.震源が決まるとし

ても当時の決定精度を考えると，区内有感の報告は，

地震活動を評価する上で重要な情報になる.例えば和

歌山県龍神村では， 2001年頃から有感地震を含む小規

模な群発地震活動が続いているが， 1920年代， 1930 

年代の調査原簿には，龍神村のみ有感の地震の記載が

ところどころ見いだされ，今回の群発地震のような現

象が過去にも繰り返していたことが推測される.この

ようなことから，総合的な地震データベース作りの第

一歩として，有感地震の時間や総数が分かるように，

検測値がない有感地震については，区内観測点の資料

を追加した.区内観測点は観測点リストが作成されて

いないこと，震度を気象官署の震度とは区別できるよ

うにするための最小限の記述として，最寄りの測候所

の付近有感(符号X)として扱うことにして検測値フ

ァイルに追加した.区内観測点の資料は，時刻が正確

とは限らず，他の観測点の地震との時刻の対応が明確

でない場合が多い.地震が少ない地域では，震度の値

が気象官署の値よりも大きめに報告されているのでは

ないかという疑問もある.また複数の地震が発生した

と解釈すべきか，一つの地震と解釈すべきか判然とし

ない記載もある.さらには，地鳴りだけ(震度 0)な

のか有感だ、ったのか区別がつかない例も多くあり，資

料としては多くの暖昧さを含んでいる.今日計測震度

計による震度の観測点が日本全体で 3000点を超え，従

来の区内観測点よりはるかに充実した震度観測が実現

しているが，長期間に亘る有感地震資料の有効活用を

考えると，暖昧な資料も整理しておく意義があると考

えられる.このようにして整理した区内観測点の有感

地震資料は，例えば 1944年東南海， 1946年南海地震

発生以前の紀伊半島周辺の地震活動の変遷がどのよう

であったかなどを網羅的にさぐる手がかりとして活用

できる.将来的には，すべての区内観測点座標のリス

トを整備じ観測点，震度等を置き換えるべきであろう.
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